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第一部 【企業情報】

 
第１ 【企業の概況】

 
１ 【主要な経営指標等の推移】

 
回次

第65期
中間連結会計期間

第66期
中間連結会計期間

第65期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

売上高 (千円) 10,918,152 11,377,441 22,817,036

経常利益 (千円) 292,984 122,995 606,319

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 45,744 118,329 235,772

中間包括利益又は包括利益 (千円) 45,701 118,784 235,763

純資産額 (千円) 7,270,711 7,482,543 7,460,768

総資産額 (千円) 15,747,756 16,995,768 16,066,881

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 0.19 0.50 1.00

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 0.19 - 1.00

自己資本比率 (％) 46.2 44.0 46.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △411,210 116,439 506,330

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △199,260 △347,599 △709,306

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 586,656 1,114,123 349,344

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 3,224,688 4,272,775 3,396,377
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．第66期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
（１）財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間（2024年４月１日～2024年９月30日）におけるわが国経済は、経済活動の正常化による人

流の増加やインバウンド需要、雇用・所得環境の改善等により緩やかな回復基調で推移いたしましたが、一方

で、ウクライナ情勢の長期化や中東情勢の悪化等に伴う世界的な原材料価格及びエネルギー価格の高騰や、円安

による物価の高騰は継続しており、依然として先行きの極めて不透明な状況が続いております。外食業界におき

ましても、円安によるインバウンド需要等を受けて外食需要は堅調に推移しているものの、人件費、原材料価格

及び水光熱費等の様々なコストの高騰により、依然として極めて厳しい経営環境が続いております。

このような状況の中、当社グループでも、主力事業である焼肉事業や、日常食・ファーストフード事業をはじ

めとする他の各事業において、猛暑や台風等の天候不順による影響こそ若干あったものの、経済活動の正常化に

伴う人流の増加やインバウンド需要等を背景として、売上は堅調に推移いたしました。一方で、人件費や原材料

価格、水光熱費等のコストの高騰が利益に与える影響は依然大きく、特に原材料価格に関しては天候不順もあ

り、肉類のみならず、米や海苔、青果類等全体的に価格が上昇していることを受けて、複数社からの購買や複数

産地からの購買を積極的に行うとともに、原産地の変更や商品変更、調達先変更も随時検討し、実施しておりま

す。今後も原材料の価格上昇や供給不安等がある場合は、引き続きこれらの施策を実行し、価格及び利益の維持

を図ってまいります。

また、新規出店の取り組みといたしまして、主力事業である焼肉事業に次ぐ第２の柱とすべく、日常食・

ファーストフード事業においてオムライス専門店「おむらいす亭」の積極展開を従来より進めておりますが、今

年７月にも「シーモール下関店」を開店いたしました。今後も、主力事業への集中的な投資を行いながらも成長

業態への投資を行い、収益力の拡大、強化を図ってまいります。

今後も当社グループといたしましては、郊外型焼肉事業を中心に、日常食・ファーストフードなど多業態を運

営する強みを活かしつつ、より安心・安全な商品提供を心掛け、お客様にご満足いただける店舗づくりに努め、

安定的な発展と業績回復に取り組んでいく所存です。

当中間連結会計期間における当社グループの直営店舗数は、契約期間満了、不採算店の整理に伴い８店舗を閉

店した一方で、４店舗の新規出店と連結子会社による５店舗の譲受を実施し、286店舗となりました。なお、

FC157店舗を加えた総店舗数は計443店舗となりました。

以上の結果、当中間連結会計期間におきましては、売上高113億77百万円（前年同期比4.2％増）、営業利益１

億85百万円（前年同期比15.2％減）、経常利益１億22百万円（前年同期比58.0％減）、親会社株主に帰属する中

間純利益につきましては、１億18百万円（前年同期比158.7％増）となりました。

なお、当社グループは「外食事業」の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

財政状態につきましては次のとおりであります。

 

当中間連結会計期間末の総資産額は、169億95百万円となり、前連結会計年度末と比較し、９億28百万円増加い

たしました。主な要因は、現金及び預金が増加したことによるものであります。

負債総額は、95億13百万円となり、前連結会計年度末と比較し、９億７百万円増加いたしました。主な要因

は、長期借入金が増加したことによるものであります。

純資産額は、74億82百万円となり、前連結会計年度末と比較し、21百万円増加いたしました。主な要因は、利

益剰余金が、親会社株主に帰属する中間純利益の計上による増加の一方で、配当金の支払いにより減少したこと

によるものであります。

 

EDINET提出書類

株式会社焼肉坂井ホールディングス(E03374)

半期報告書

 3/20



（２）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ８億76

百万円増加し、42億72百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は１億16百万円（前年同期は４億11百万円の資金の

減少）となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益２億円の計上、減価償却費１億77百万円、売上債権

の減少１億72百万円等の資金増加要因がある一方、仕入債務の減少１億25百万円、未払消費税等の減少１億９百

万円、法人税等の支払額１億34百万円等の資金減少要因が発生したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は３億47百万円（前年同期は１億99百万円の資金の

減少）となりました。これは主に有形固定資産の売却による収入１億44百万円等の資金増加要因がある一方、有

形固定資産の取得による支出２億46百万円、事業譲受による支出１億80百万円等の資金減少要因が発生したこと

によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における財務活動の結果得られた資金は11億14百万円（前年同期は５億86百万円の資金の

増加）となりました。これは主に長期借入れによる収入22億32百万円の資金増加要因がある一方、長期借入金の

返済による支出９億80百万円、配当金の支払額１億17百万円等の資金減少要因が発生したことによるものです。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 673,477,576

計 673,477,576
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末現在
 発行数(株)

(2024年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2024年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 239,866,162 239,866,162
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株で
あります。

計 239,866,162 239,866,162 ― ―
 

(注)　「提出日現在発行数」欄には、2024年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年４月１日～
2024年９月30日

― 239,866 ― 100,000 ― 100,000
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(5) 【大株主の状況】

2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ジー・コミュニケーション 愛知県名古屋市北区黒川本通２丁目46 118,560 50.35

沼田　昭二 兵庫県加古郡稲美町 22,618 9.61

株式会社神戸物産 兵庫県加古川市加古川町平野125－１ 5,944 2.52

焼肉坂井ホールディングス取引先持株会 愛知県名古屋市北区黒川本通２丁目46 2,562 1.09

アリアケジャパン株式会社 東京都渋谷区恵比寿南３丁目２－17 2,224 0.94

株式会社J・ART 岐阜県各務原市蘇原東島町４丁目61 804 0.34

江川　春延 宮城県仙台市青葉区 600 0.25

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目９－７ 576 0.24

花井恭雄 愛知県知多郡東浦町 520 0.22

岡田甲子男 東京都大田区 400 0.17

計 ― 154,810 65.75
 

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2024年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 4,401,300
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 235,396,100
 

2,353,961 ―

単元未満株式 普通株式 68,762
 

― ―

発行済株式総数 239,866,162 ― ―

総株主の議決権 ― 2,353,961 ―
 

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,200株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数22個が含まれておりま

す。
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② 【自己株式等】

  2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社焼肉坂井
ホールディングス

愛知県名古屋市北区
黒川本通二丁目46番地

4,401,300 － 4,401,300 1.83

計 ― 4,401,300 － 4,401,300 1.83
 

(注) 上記のほか、単元未満株式95株を所有しています。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年４月１日から2024年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、なぎさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,689,777 4,607,595

  受取手形及び売掛金 602,161 498,413

  商品及び製品 503,792 504,015

  仕掛品 2,159 19,644

  原材料及び貯蔵品 569,240 554,930

  その他 580,621 503,455

  貸倒引当金 △10,669 △7,847

  流動資産合計 5,937,084 6,680,206

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,510,853 2,598,451

   土地 3,701,366 3,638,866

   その他（純額） 251,207 277,764

   有形固定資産合計 6,463,428 6,515,082

  無形固定資産   

   のれん 263,419 336,333

   その他 118,398 117,911

   無形固定資産合計 381,817 454,245

  投資その他の資産   

   敷金及び保証金 2,115,119 2,145,583

   その他 1,597,582 1,626,020

   貸倒引当金 △428,150 △425,369

   投資その他の資産合計 3,284,551 3,346,234

  固定資産合計 10,129,797 10,315,561

 資産合計 16,066,881 16,995,768

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 835,516 709,164

  短期借入金 300,000 300,000

  1年内返済予定の長期借入金 1,453,518 1,657,110

  未払法人税等 134,264 91,847

  引当金 59,683 56,231

  資産除去債務 34,252 16,894

  その他 1,487,608 1,315,780

  流動負債合計 4,304,842 4,147,028

 固定負債   

  長期借入金 3,129,455 4,178,188

  退職給付に係る負債 13,425 10,275

  資産除去債務 731,021 761,135

  その他 427,367 416,596

  固定負債合計 4,301,270 5,366,196

 負債合計 8,606,113 9,513,224
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 100,000 100,000

  資本剰余金 6,783,527 6,765,703

  利益剰余金 1,239,171 1,239,903

  自己株式 △662,402 △623,990

  株主資本合計 7,460,296 7,481,616

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 471 926

  その他の包括利益累計額合計 471 926

 純資産合計 7,460,768 7,482,543

負債純資産合計 16,066,881 16,995,768
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

売上高 10,918,152 11,377,441

売上原価 3,537,715 3,745,594

売上総利益 7,380,436 7,631,847

販売費及び一般管理費 ※  7,161,944 ※  7,446,501

営業利益 218,491 185,346

営業外収益   

 受取利息 666 2,628

 受取配当金 488 489

 業務受託料 20,773 15,856

 受取解約金 31,000 125

 受取保険金 1,149 7,562

 助成金収入 10,828 188

 為替差益 28,333 -

 その他 16,449 7,556

 営業外収益合計 109,689 34,405

営業外費用   

 支払利息 18,672 26,076

 貸倒引当金繰入額 70 △1,799

 支払手数料 12,036 55,900

 持分法による投資損失 - 480

 その他 4,416 16,099

 営業外費用合計 35,196 96,757

経常利益 292,984 122,995

特別利益   

 固定資産売却益 15 81,604

 特別利益合計 15 81,604

特別損失   

 固定資産売却損 11,703 -

 固定資産除却損 - 377

 店舗閉鎖損失 6,319 1,400

 店舗閉鎖損失引当金繰入額 3,283 2,166

 減損損失 130,158 444

 特別損失合計 151,464 4,387

税金等調整前中間純利益 141,535 200,211

法人税、住民税及び事業税 83,925 92,457

法人税等調整額 11,865 △10,574

法人税等合計 95,790 81,882

中間純利益 45,744 118,329

非支配株主に帰属する中間純利益 - -

親会社株主に帰属する中間純利益 45,744 118,329
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

中間純利益 45,744 118,329

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △43 455

 その他の包括利益合計 △43 455

中間包括利益 45,701 118,784

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 45,701 118,784

 非支配株主に係る中間包括利益 - -
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 141,535 200,211

 減価償却費 192,633 177,305

 のれん償却額 40,001 33,025

 賞与引当金の増減額（△は減少） 8,859 9,190

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △474 △5,603

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △11,250 △3,150

 店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △873 △12,641

 受取利息及び受取配当金 △1,155 △3,117

 店舗閉鎖損失 6,319 1,400

 減損損失 130,158 444

 支払利息及び社債利息 18,672 26,076

 持分法による投資損益（△は益） - 480

 固定資産除売却損益（△は益） 11,687 △81,227

 売上債権の増減額（△は増加） 44,994 172,429

 棚卸資産の増減額（△は増加） △505,543 7,368

 仕入債務の増減額（△は減少） △103,490 △125,878

 未払消費税等の増減額（△は減少） △198,132 △109,001

 未収消費税等の増減額（△は増加） △200 -

 その他 △42,722 △8,738

 小計 △268,980 278,574

 利息及び配当金の受取額 1,110 1,041

 利息の支払額 △18,529 △28,301

 法人税等の支払額 △124,811 △134,874

 営業活動によるキャッシュ・フロー △411,210 116,439

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 - △50,000

 有形固定資産の取得による支出 △215,246 △246,923

 有形固定資産の売却による収入 67 144,951

 資産除去債務の履行による支出 △53,648 △39,751

 関係会社株式の取得による支出 - △480

 事業譲受による支出 - △180,498

 敷金及び保証金の差入による支出 △13,673 △11,979

 敷金及び保証金の回収による収入 69,231 35,052

 貸付金の回収による収入 19,934 5,144

 その他 △5,926 △3,115

 投資活動によるキャッシュ・フロー △199,260 △347,599
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           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 1,500,000 2,232,500

 長期借入金の返済による支出 △640,650 △980,175

 社債の償還による支出 △135,000 -

 リース債務の返済による支出 △12,319 △12,778

 割賦債務の返済による支出 △8,332 △8,332

 自己株式の取得による支出 △4 △7

 配当金の支払額 △117,037 △117,082

 財務活動によるキャッシュ・フロー 586,656 1,114,123

現金及び現金同等物に係る換算差額 12,293 △6,565

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △11,522 876,397

現金及び現金同等物の期首残高 3,236,211 3,396,377

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  3,224,688 ※  4,272,775
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

保証債務

連結会社以外の会社の仕入債務に対し、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

株式会社代松 1,000千円 797千円
株式会社長野ステーションホテル －千円 840千円

 

 

(中間連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

役員報酬 65,330千円 68,690千円

給与手当 2,972,028千円 3,159,175千円

地代家賃 1,176,357千円 1,203,246千円

減価償却費 177,136千円 171,299千円

賞与引当金繰入額 47,031千円 51,472千円

貸倒引当金繰入額 △545千円 △3,804千円

退職給付費用 3,240千円 △614千円
 

 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

現金及び預金勘定 3,416,268千円 4,607,595千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △191,580千円 △334,820千円

現金及び現金同等物 3,224,688千円 4,272,775千円
 

 
(株主資本等関係)

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月15日
取締役会

普通株式 117,500 0.5 2023年３月31日 2023年６月28日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月15日
取締役会

普通株式 117,596 0.5 2024年３月31日 2024年６月26日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

当社グループは「外食事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
Ⅱ 当中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）

当社グループは「外食事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
(企業結合等関係)

連結子会社による事業譲受

当社の連結子会社である株式会社丸七は、2024年３月27日開催の同社取締役会決議に基づき、2024年３月29日

付でエコー商事株式会社との間で事業譲渡契約を締結し、同年３月31日付で事業譲受を実施完了いたしました。

(1) 事業譲受の概要

①事業譲受企業の概要

被取得企業の名称：エコー商事株式会社

譲受事業の内容：寿司事業

②事業譲受を行った主な理由

神奈川県内で海鮮・寿司居酒屋11店舗を運営する同社が、同県で回転寿司店を運営するエコー商事株式会

社より、ジャンボおしどり寿司５店舗を譲り受けることで、シナジー効果があると判断したためであります

③事業譲受日

2024年３月31日

④事業譲受の法的形式

現金を対価とする事業譲受

(2) 中間連結財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間

2024年４月１日から2024年６月30日まで

(3) 譲受事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価（現金） 180,498千円

取得原価 180,498千円

(4) 主要な取得費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　6,925千円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

105,939千円

②発生原因

取得原価が、受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その差額をのれんと

して認識しております。

③償却の方法及び償却期間

５年で均等償却

 
(収益認識関係)

当社グループは外食事業の単一事業であり、収益を分解した情報は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

外食事業売上高 10,918,152千円 11,377,441千円

一時点で移転される財又はサービス 10,788,071千円 11,251,671千円

一定期間にわたり移転される財又は
サービス

4,243千円 3,868千円

顧客との契約から生じる収益 10,792,315千円 11,255,539千円

その他の収益 125,836千円 121,902千円

合計 10,918,152千円 11,377,441千円
 

(注) 「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年3月30日）に基づ

く賃貸収入等であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。
 

項目
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

(１)１株当たり中間純利益 ０円19銭 ０円50銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円) 45,744 118,329

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間
純利益(千円)

45,744 118,329

普通株式の期中平均株式数 (千株) 235,056 235,276

(２)潜在株式調整後１株当たり中間純利益 ０円19銭 ―

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額
(千円)

― ―

普通株式増加数 (千株) 1,609 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があった
ものの概要

 
―

 
―

 

 
２ 【その他】

2024年５月15日開催の取締役会において、2024年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末配

当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                               117,596千円

②　１株当たりの金額      　                     ０円50銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 　 2024年６月26日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 
該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
　

2024年11月14日

株式会社焼肉坂井ホールディングス

取締役会  御中

　

なぎさ監査法人

大阪府大阪市
 

　

代表社員

業務執行社員
 公認会計士 山   根   武   夫  

 

　

業務執行社員  公認会計士 真   鍋   慎   一  
 

　

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社焼肉坂

井ホールディングスの2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日か

ら2024年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包

括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社焼肉坂井ホールディングス及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

　

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

　

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中

間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人
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の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ

ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい

て報告を行う。

　

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

　

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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